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４　③欄は、付表１の新産業創出等推進事業施設等の種類のうち、主要なものについて記載すること。

　福島県　●●　地方振興局長

添付書類

　付表１　固定資産明細書

　付表３　課税免除の比率の計算

　課税免除に係る新産業創出等推進事業施設等全体の見取図（配置図を含む。）

　福島復興再生特別措置法（平成24年法律第25号）第85条の２第３項の規定に基づく認定書の写し

　その他参考となる書類

記載上の注意

　①欄は、認定を受ける際に提出した新産業創出等推進事業実施計画の２．(3)(ﾆ)に記載した事業
の属する業種名（中分類）を記載すること。

　※印の欄は、記載しないこと。

　②欄は、付表１の新産業創出等推進事業施設等を設置する住所を全て記載すること。

事業の用に供した年月日

課税免除を受ける課税年度 令和○年度 申告区分

種類③

新（増）設に係る新産業創出等推進事業施設等を

　令和●年●●月●●日

申請者 住 所 福島市杉妻町２－１６

氏 名 県庁　太郎

電 話 ０２４－５２１－７０６８

確定　・　修正

　上記の県税について、福島県新産業創出等推進事業促進計画に基づく県税の課税免除に関する条例第２
条の規定による課税免除を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

個人事業税課税免除申請書

課
税
免
除
の
要
件

区 分 新産業創出等推進事業促進計画 事業内容① ●●●●●●業

※

福島市杉妻町２-１６

機械装置

令和○年８月２０日

新（増）設に係る新産業創出等推進事業施設等の

所在地②

新（増）設に係る新産業創出等推進事業施設等の

付表1の施設等の設置す

る住所すべてを記入

付表1の施設等の種類の

うち主要なものを記入


